
１　総括１　総括１　総括１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成２４年４月１日現在の人数である。

      ３　類似団体は一般市（類型Ⅱ－1）であり、以下の記載も同様。

　　　４　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員

　 を含んでいない。（当市は該当再任用職員はいない。）

(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項

(給与減額の状況)

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や

 　　　

　　　　経験年数による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値である。

給　 料

職員数

職員手当

歳　　出　　額　

　　　　　千円

894,28527,220,265

　　　　　（24年度末）

人　

82,032

千円千円

539

　　　　　　Ａ

　

区　　分

24年度

近江八幡市の給与・定員管理等について【H26.3.31 公表】

　　　　　　％

住民基本台帳人口

　　計　　Ｂ

　　　　　　Ａ

実　質　収　支

3,198,200

給与費 B/A

　　　　　千円

人　　件　　費

17.3

千円

期末・勤勉手当

（参考）人　件　費　率

　　　　　千円

区　　分

人24年度

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

4,701,068

　　　　　　Ｂ

　　　　　　　千円

23年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

18.0

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

（参考）一人当たり

741,610393,014

Ｂ／Ａ

国の要請等を踏まえた減額措置の取組

（給料）

平成２５年４月１日時点でのラスパイレス指数は１０７．５（参考値９９．３）、減額措置実施（平成２５年７月１日）時点では１０３．

０。

2,063,576

平成２４年４月１日から平成２５年６月３０日まで、特別職の報酬５％、管理職手当５％を減額した。

また、国の要請等を踏まえ、平成２５年７月１日から平成２６年３月３１日までの間、病院医師を除く全職員の給料を平均３．

７％減額し、引き続き管理職手当５％、特別職の報酬を従前の５％から９％削減を実施した。

抑制済又は減額措置の内容

5,9355,934

[担当：総務部総務課]

千円

(H20.4.1)

99.0

(H20.4.1)

97.1

(H20.4.1)

98.3

(H25.4.1)

107.5

(H25.4.1)

105.8

(H25.4.1)

106.6

(H25.4.1)

※参考値

99.3

（H25.4.1)

※参考値

97.8

（H25.4.1)

※参考値

98.5

(H25.7.1)

103.0 

(H25.7.1)

102.8

(H25.7.1)

104.0 

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

近江八幡市 類似団体平均 全国市平均

（例）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在） (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在） (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在） (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

　 参考

　

　 歳 人 円 円 円 　 － 　 　 － 　 　 － 　 －

　 　 歳 人 円 円 円 歳 円 1.409

　 　 歳 人 円 円 円 歳 円 1.129

歳 人 円 円 円 歳 円 1.676

歳 人 円 円 円 歳 円 0.992

歳 人 円 円 円 歳 円 ＊

　 歳 人 円 円 円 　 － 　 　 － 　 　 － 　 －

　 　 　 　 　 　 　

　 歳 人 円 円 円 　 － 　 　 － 　 　 － 　 －

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

　 　

　 円 円 　

円 円

円 円

円 円

円 円

※自動車運転手の区分については人数が１人のため、個人情報保護の観点から＊としている。

円円

(332,446)

歳

(405,463)

3,272 人 円

3,625,5004,967,300

2,809,400

うち自動車運転手

　された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給

42.9 300,800

－

309,534272,119

円

自家用乗用自動

車運転者

調理士

359,832

民　　間 （滋賀県）

対応する民間 平均給与月額

うち自動車運転手

328,792

うち学校給食員

－

うち用務員等

4,052,400

1.1714,244,600

＊

－

3,625,500

類似団体

うち用務員等 4 326,100

近江八幡市 －

1.370

民　間

－

315,491

平均給与月額

区　　分 平均給与月額

類似団体

268,000

公　　務　　員

375,236

平均年齢

301,700 320,848

公務員

平均給料月額

国 49.9 歳

※類似団体における職員数は平均職員数である。

区　　分

1.395

49.3

（D）（C）

年収ベース（試算値）の比較

参　考

3,980,600

うち学校給食員

5,418,500 1.929

36

1＊

平均給与月額

388,435

―

の類似職種 （Ｂ）（国比較ベース）（Ａ）

平均年齢

-

55.5

301,100

＊

376,341

272,800655.1

円

(325,400)

409,500 348,500

＊

310,456

42.5

国 43.1

395,842330,900

43.2 336,754

419,973

滋賀県

307,220

309,257

42.8

23

平均給料月額職員数

437,597

都道府県平均 43.4

325,045

うち清掃職員

9

＊

55.7 324,300

339,625

335,404

53.1

(286,850)

うち調理師兼

用務員

268,333

平均年齢

区　　分

359,852

3

53.8

50.9

A／B

275,000

滋　賀　県

近江八幡市

近江八幡市

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成22年～24年の３ケ年平均）

＊

383,177

376,257

290,600

廃棄物処理場

従業員

（国比較ベース）

365,859

平均給与月額

44.6

307,267

202,700

40.6

調理士

－

53.7

－

275,000

337,075 用務員

40.6

350,999 336,134

211

5,551,400

C／D

うち清掃職員

うち調理師兼

用務員
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歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手

　　　　当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。（本市においては地域手

　　　　当の支給はなし。）　　　

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で

　　　　算出している。

      ３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給　 

　　　　与減額措置がないとした場合の値（減額前）である。

（2) 職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円 円

円 円 　

円 円 　

円 円 　

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）である。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

※経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいう。

※経験年数区分に対象職員がいない等で平均値がでない場合は省略しています。

252,350 320,733

326,233

313,800

－

－－

－

円

－

－

144,500

円 178,800

－

－

都道府県平均 426,553341,40843.3

－

経験年数２５年

392,311

369,550

331,200

円

経験年数２０年 経験年数３０年

405,367

393,483

－

円

－

－

円

354,083

区　　分

420,102

306,506

平均年齢区　　分

289,000

365,923

344,687

円

円

(181,200)

(一般職)　　163,987

―

304,299

377,155

336,303

平均給与月額

平均給与月額平均給料月額

類似団体 40.5

38.10 312,379

－

－

－

福　祉　職

(325,848)

333,020 318,872

高　校　卒

国 41.1 歳

中　学　卒

平均年齢

(368,214)

311,803283,200 291,221

42.9滋賀県

37.4

（国比較ベース）

近江八幡市

（保育士）④福祉職

平均給料月額

137,200

－155,700

高　校　卒

（幼稚園教諭）

技能労務職

大　学　卒

大　学　卒

類似団体

短　大　卒

近江八幡市

－

178,800

一般行政職

技能労務職

一般行政職

大　学　卒福　祉　職

中　学　卒

144,500

－

(総合職）　　172,557

－

－

(140,100)

平均給与月額

133,418

125,400

国

円

(172,200)

41.3 300,764

近江八幡市 滋賀県

円

区　　　　　分

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

－

③教育職

区　　　　分

－

経験年数１０年

270,867

短　大　卒
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３一般行政職の級別職員数等の状況３一般行政職の級別職員数等の状況３一般行政職の級別職員数等の状況３一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２５年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２５年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２５年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２５年４月１日現在）

（注）１　近江八幡市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）平成１８年に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　

 　　統合）　　　　　

（2) 昇給への勤務成績の反映状況（2) 昇給への勤務成績の反映状況（2) 昇給への勤務成績の反映状況（2) 昇給への勤務成績の反映状況

　　 　　平成２４年度は人事評価の成績反映が未実施のため、昇給区分に差は設けていない。

　　平成２６年１月１日昇給から人事評価制度の結果（能力評価）による処遇反映を行っている。

48

区　　分

７　　級

次長・課長

１　　級 主事・技師

４　　級

　　　　　　　　％

10.6

職員数

　　　　　　　　人

部長・理事

　　　　　　　　人

主事・技師

標準的な職務内容

５　　級

６　　級

　　　　　　　　人

3.7

　　　　　　　　％

13.8

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

副主幹・係長

82

３　　級

２　　級

主査・主任主事・主任技師

71

課長補佐

13

20.3

１号給の給料月額

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

37

　　　　　　　　％

構成比

　　　　　　　　人

20

78 22.4

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

5.7

23.5

最高号給の給料月額

円 円

135,600 243,700

円 円

185,800 307,800

円 円

222,900 354,700

円 円

261,900 388,300

円 円

289,200 400,600

円 円

320,600 422,600

円 円

366,200 456,200

１級 10.6%

１級6.6%
１級 4.2%

２級 5.7%

２級 6.9%

２級 8.0%

３級

22.4%

３級

24.6%
３級

15.1%

４級

23.5%

４級

23.7%
４級

33.0%

５級

20.3%

５級

21.1%

５級

16.7%

６級

13.8%

６級

14.5%

６級

19.2%

７級3.7% ７級 2.6% ７級 3.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２５年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

人事評価の成績反映が未実施のため、成績率に差は設けず、一律の支給（100/100）を行った。

（2) 退職手当（平成２５年４月１日現在）（2) 退職手当（平成２５年４月１日現在）（2) 退職手当（平成２５年４月１日現在）（2) 退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置　２～２０％加算 ・定年前早期退職特例措置　２～２０％加算

１人当たり平均支給額　　　　 千円 　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２４年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当

（平成２５年４月１日現在）（平成２５年４月１日現在）（平成２５年４月１日現在）（平成２５年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

2.60

0.65

2.60

1,383

1.35

―

国の制度（支給率）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

支給率

支給実績（平成２４年度決算）

1.45

1,702

１人当たり平均支給額（平成２４年度）

滋賀県

１人当たり平均支給額（平成２４年度）

―

32.83 38.955

――

近江八幡市

46.55

55.86

―

支給対象地域

46.55

38.955

55.86

55.8655.86

役職加算５～２０％

　

55.86

32.83

2.60

管理職加算１０～２５％

役職加算５～２０％

近江八幡市 国

1,921

市全域

24,420

支給対象職員数

1.45

職務段階別加算　５～２０％

管理職加算１５％、２０％

―

0.65

55.86

1.35 1.35

23.03 23.03 28.787528.7875

1.45

国

0.65
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 (4) 特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在） (4) 特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在） (4) 特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在） (4) 特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

　円

　％

第１クリーンセンター又は第２クリーン

センターに勤務する職員で、事務に従

事する職員

公共用地等の取得のために行う交渉

業務に従事した職員

狂犬病予防作業手当

月額19,300円

日額500円

看護専門学校に勤務し、授業又は実

習指導の業務に主として従事する者

１２月２９日から１月３日までの期間中

に勤務を命ぜられた職員

感染症等発生した場合、または恐れが

ある場合において、患者の救護作業・

病原体に汚染されたもの等の処理作

業等に従事した職員

行旅死亡人の収容等に従事した職員

行旅病人の収容等に従事した職員

50,147

月額3,000円以

内

月額140,000円

１回500円

１体1,000円

日額850円

日額1,000円

日額1,200円

日額1,000円

教務手当（研究）

教務手当（実習指導）

用地交渉手当

福祉現業手当（保育士

等）

衛生作業手当（事務）

工事現場等従事手当

犬猫等の死体収集作業に従事した職

員

第２クリーンセンターに勤務する職員

で、埋立作業に従事する職員

衛生作業手当（場内）

衛生作業手当（収集）

衛生作業手当（埋立）

滞納整理手当（差押）

福祉現業手当（現業）

行旅病人等収容手当

（行旅死亡人）

行旅病人等収容手当

（行旅病人）

福祉事務所の現業に従事する職員

支給実績（平成２４年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算）

市税その他の収入の滞納

整理のため出張による徴

収業務

主な支給対象職員 主な支給対象業務

滞納整理手当（滞納整

理）

変則勤務手当（図書館

等）

正規の勤務のため日曜日その他の休

日勤務又は時差勤務等変則勤務に従

事する職員

第２クリーンセンターに勤務する職員

で、収集作業に従事する職員

日額300円－

犬猫等死体収集手当

１件800円

１件3,000円

日額300円

第２クリーンセンターの収集

作業

工事現場等の測量、監督及び検査並

びに公営住宅の修理修繕並びに火災

現場への出動に１日２時間以上従事し

た職員

教務手当（特定教科担

当）

１２月２９日から１月３日ま

での期間中の勤務

財産の差押、差押物件の

引き揚げ又は捜索に従事

手当の種類（手当数）

狂犬病予防法に基づく捕獲

及び運搬の作業に従事

看護専門学校の特定教科

の担当

年末年始勤務手当

正規の勤務のため日曜日

その他の休日勤務又は時

差勤務等変則勤務に従事

27.9

8,575

公共用地等の取得のため

に行う交渉業務

犬猫等の死体収集作業

感染症等発生した場合、ま

たは恐れがある場合にお

いて、患者の救護作業・病

原体に汚染されたもの等の

処理作業等

第２クリーンセンターの埋立

作業

研究業務に従事

授業又は実習指導

行旅病人の収容等

第１クリーンセンター及び第

２クリーンセンターの事務

防疫作業等手当

第１クリーンセンター又は第２クリーン

センターに勤務する職員で、場内作業

に従事する職員

手当の名称

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２４年度）

12

保育所及び心身障害通園

センターに勤務する保育

士・技師

財産の差押、差押物件の引揚げ又は

捜索に従事した職員

看護専門学校に勤務し、研究を必要と

する業務に従事する医師

その他の部局に勤務する職員で、あら

かじめ看護専門学校の特定教科の担

当を命ぜられた者

保育所及び心身障害通園センターに

勤務する保育士・技師

福祉事務所の現業に従事

行旅死亡人の収容等

第１クリーンセンター及び第

２クリーンセンターの場内作

業

工事現場等の測量、監督

及び検査並びに公営住宅

の修理修繕並びに火災現

場への出動

日額1,000円

月額5,000円

月額4,000円

左記職員に対する

支給単価

日額200円

市税その他の収入の滞納整理のため

出張による徴収業務に従事した職員

－

820千円

196千円

18千円

狂犬病予防法に基づく捕獲及び運搬

の作業に従事した職員

１回12,000円以

内

１回500円

支給実績

(平成24年度決算)

6千円

201千円

509千円

2,504千円

－

－

－

－

185千円

794千円

1,167千円

－

－

－

2,175千円
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 (5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成２５年４月１日現在）（6) その他の手当（平成２５年４月１日現在）（6) その他の手当（平成２５年４月１日現在）（6) その他の手当（平成２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

休日勤務手当

管理職手当

通勤手当

国民の祝日に関する法律に

規定する休日及び年末年始

の休日に正規の勤務時間中

に勤務した職員に対して、1

時間あたり時間外勤務手当

135/100の単価で8時間

役職により定額の管理職手

当を支給

特地勤務手当

管理職員特別勤務手

当

異

－

扶養手当

宿日直手当

　月額12,000円を超える家賃

を支払っている職員に対し、

11,000円から27,000円の補

助、持家は月額2,000円

支 給 実 績 （ 平 成 24 年 度 決 算 ）

同

配偶者13,000円、その他各

6,500円、満16歳の年度初め

から満22歳の年度末までの

子各5,000円加算

住居手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 24 年 度 決 算 ）

581

異

支 給 実 績 （ 平 成 23 年 度 決 算 ）

との異同

千円1,320

千円

160,351

管理職員が臨時又は緊急の

必要その他の公務の運営の

必要により、週休日、休日等

に勤務した場合、管理職手

当の支給割合の別に応じ勤

務１回につき4,000～8,000円

を支給

支給実績

（平成24年度決算）内容及び支給単価手　当　名

国の制度と

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 23 年 度 決 算 ）

千円

千円

7,952

[交通用具使

用者] 自動

車・バイク等

の別及び通

勤距離(2km

以上）に応じ

て2,000円～

24,500円

33,709

4,000円～

12,000円

－

580,932

千円

千円

最高21,000

円　本庁支

所日直相当

は4,200円～

5,100円

宿直勤務又は日直勤務を命

ぜられた場合、勤務１回につ

き20,000円を超えない範囲で

支給。本庁日直は１回5,500

円。

85,938

平均支給年額

314

369

140,458

22,859

62,094

支給職員１人当たり

異なる内容

237,907

（平成24年度決算）

－

595,305

70,669

同

異

　

100,607

千円

－ 千円

同

異

沖島に勤務する職員に対し、

給料及び扶養手当の月額の

合計額の12％を支給

異

国の制度

[交通機関等利用者]運賃等

相当額を支給（６箇月の定期

券を基礎とする額により支

給）[交通用具使用者] 自動

車・バイク等の別及び通勤距

離(2km以上）に応じて3,000

円～ 25,500円

持家は支給

なし
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５　特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

× ×

× ×

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

      ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

      ３　平成２３年６月から平成２５年６月まで一律５％、平成２５年７月から平成２６年３月まで一律９％減額し、減額分を原資として

          大災害支援基金に積み立てています。             

６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

副 市 長

市 長

報

酬

議 員

28

381

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

退

職

手

当

130

▲ 1

620,000

560,000

任期毎

2

1

期

末

手

当
副 議 長

市 長

議 員

給

料

副 議 長

市 長

議 長

53.82（類似団体の人口１万人当たり職員数

保育所と幼稚園の助言指導

重点施策への体制整備による増員

46.93

＜参考＞

土木

普

通

会

計

部

門

衛生

15

8

1

商工

計

129

540

0

4947

385

0

民生

114

備　　　　考

一

般

行

政

部

門

労働

総務

税務

議会

職 員 数

27

農林水産

16

12

▲ 1

17

15

544

159

（類似団体の人口１万人当たり職員数 72.62

▲ 1

38

0

614

42

事務の統廃合による減員

66.32

0

4

＜参考＞

＜参考＞

事務の統廃合による減員

欠員補充・医療体制の充実のための増員

4

141.16

211,158

小　計

[      1,249］ [   　　0 ］

（注）１　平成25年地方公務員定員管理調査における数値を計上している。職員数は一般職に属する職員数であり、教育長、

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

水道

消防部門

教育部門 0

17

159

19525

合　　計

　　　　　地方公務員の身分を有する休職者等を含み、臨時又は非常勤職員を除く。

0

1

事務の統廃合縮小による減員

重点施策への体制整備による増員

222,000

310,000

1,000,000

（参考）類似団体における最高／最低額

375,000

698,000

副 市 長

5

副 市 長

880,000円

730,000

4

千円

440,000

245,000

2.95

804,000

455,000

432,250

12

小　計 597

　公

　営

　企会

　業計

　等部

　 　門

その他

病院

2.95

7

113

下水道

0.3

16,896

0

730,000円

43

在職月数

0

5

34

在職月数

544

0.4

平成２４年 平成２５年

400,000

693,500

880,000

区　　　分

千円 任期毎

組織改編による減員

主 な 増 減 理 由

対前年

増減数

10,512

▲ 1

事務の統廃合縮小による減員

給 料 月 額 等

360,000

　　（平成２４年度支給割合）

380,000

342,000

　　（平成２４年度支給割合）議 長

836,000

[      1,249］

▲ 1

1,137
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（2)年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在）

　

（注)　職員数は教育長を除く。

(3)職員数の推移(3)職員数の推移(3)職員数の推移(3)職員数の推移

年度

　部門別

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（注） 1 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

2 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

385

614

1,131 1,111 2.4

9.6

1,123 1,137

574547

0

平成25年

156158

1,115 1,158 47

67

平成23年平成22年平成21年

一般行政 406

消防 0 0 0

162

409

平成20年 平成24年

381393 ▲ 5.9

159

0

597560

教育

普通会計計 571 564

総合計

1,157

59歳 以上

86 1

51歳

101

人

549 540

157

▲ 21

159

▲ 20

▲ 1.9

0 0 0.0

1

544

55歳

56歳 60歳52歳

～

48歳

～ ～

人 人

23歳

人

～

40歳

人

90

39歳 43歳35歳未満

1240

人 人

職員数

区　分

27歳 31歳

人

20歳 20歳 28歳

145

～

564

551

394

95

公営企業等会計計

～

44歳

47歳

138 134

人 人人 人人

過去５年間

の増減数（率）

▲ 4.7

計

～ ～ ～

125118

～

24歳 36歳32歳

0

2

4

6

8

10

12

14

構成比

５年前の構成

比

%

（例）
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７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況

　(1)　病院事業(1)　病院事業(1)　病院事業(1)　病院事業

  　 ① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成２５年３月３１日現在の人数である。

イ　特記事項

(給与減額の状況)

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

平均月収額

42.8

平　均　年　齢

323,404

497,750近江八幡市

ア　医師

（給料）

平成２５年４月１日時点でのラスパイレス指数は１０７．５（参考値９９．３）、減額措置実施（平成２５年７月１日）時点では１０３．

０。

1,142,271

抑制済又は減額措置の内容

－

平均月収額

565,922

481,946

－ －

504,201

事業者

市町村平均

－

基本給平　均　年　齢

41.3

332,456

近江八幡市

－

区　　分

33.9近江八幡市

事業者

451,166

基本給

1,380,847

－

420,302

629,568

千円

3,369,713

基本給

286,732

269,259

5,934

一人当たり

　　　　千円

　質収支

給　 料

Ｂ　

千円　

純損益又は実

千円　２４年度

　　　　　　Ａ

Ａ  

区　　分

総費用

　　　　　　区　　分

２４年度 千円

1,826,218519

国の要請等を踏まえた減額措置の取組

平成２４年４月１日から平成２５年６月３０日まで、特別職の報酬５％、管理職手当５％を減額した。

また、国の要請等を踏まえ、平成２５年７月１日から平成２６年３月３１日までの間、病院医師を除く全職員の給料を平均３．

７％減額し、引き続き管理職手当５％、特別職の報酬を従前の５％から９％削減を実施した。

市町村平均

43.5

44.2

ウ　事務職員

イ　看護師

事業者

市町村平均

平　均　年　齢

38.5

　　　　　　区　　分

人

職員数

11,358,052

千円

期末・勤勉手当 一人当たり給与費

5,177,860 45.6

千円

職員給与費比率

45.6

給与費　　B/A

522,964

職員手当

　　　　　千円

6,493

２３年度の総費用に占

[担当：総合医療センター総務課]

　　　　　　Ｂ／Ａ

913,927

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　計　　Ｂ

平均月収額

　　　　　　区　　分

（参考）市町村平均

総費用に占める

める職員給与費比率

％％
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 ③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置　２～２０％加算 ・定年前早期退職特例措置　２～２０％加算

千円 　 千円 千円 　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２４年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（平成２５年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％市全域 ―

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算）

支給率

役職加算５～２０％

1.352.60

0.65

55.86

１人当たり平均支給額（平成２４年度）

近江八幡市病院事業

46.55

32.83

１人当たり平均支給額（平成２４年度）

23.03 28.7875

2.60

1,383

38.95532.83

近江八幡市一般行政職等

役職加算５～２０％

1.45

近江八幡市病院事業

1.35

近江八幡市一般行政職等

1.45

1,213

55.8646.55

55.86 55.86

支給対象地域

支給実績（平成２４年度決算）

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額20,5243,526

―

0.65

支給対象職員数

―

28.787523.03

一般行政職の制度（支給率）

―

―

24,420

38.955

55.86

1,921

55.86
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エ　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支 給 実 績 （ 平 成 24 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 23 年 度 決 算 ）

滞納整理手当 事務職員

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 24 年 度 決 算 ）

夜間（深夜）手当

認定看護師手当

手当の種類（手当数）

分娩業務

656

死体処置業務

看護師 専門・認定看護師業務

看護専門学校講師手当

救急待機手当

支 給 実 績 （ 平 成 23 年 度 決 算 ）

529

1回100,000円以内

１件20,000円以内

1日200円以内

602千円

223,898

解剖執刀業務

夜間（準夜）手当 看護師 準夜帯における看護業

務

看護師 深夜帯における看護業

務

解剖（介助）手当 臨床検査技師 解剖介助業務

解剖（執刀）手当

主な支給対象業務手当の名称

医師の診療業務に対し

ての業務

主な支給対象職員

左記職員に対する

支給単価

月額140,000円以内

医師

支給実績

(平成24年度決算)

173,800千円

17

感染症手当 看護師 感染症患者及び感染処

理業務

医師、看護師、准看護師、臨床工

学技士、臨床検査技師

年末年始手当 管理者が勤務を必要と認めた病

院職員

年末年始診療業務

一般行政が行う健診等

従事業務

診療および講義等手当

一般行政健診等手当

診療及び講義業務

340,332

治験手当 医師 臨床試験研究等業務

放射線業務

未収金の滞納整理のた

め、出張による徴収業

務に従事

放射線従事手当

分娩業務手当 産婦人科医師

死体処置手当 看護師、臨床検査技師

支給実績（平成２４年度決算）

医師

医師研究手当

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） 621,623

92.1

297,136

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２４年度）

看護師、准看護師 外来における夜勤業務

医師、看護師、薬剤師、臨床検査

技師

看護師、放射線技士

救急診療従事のための

待機

夜間（外来夜勤）手当

看護専門学校における

講師業務

医師、理学療法士

医師

1回2,300円以内

１日300円

月額10,000円以内

1回10,000円

1回1,000円

1体1,000円

1回290円

1回3,900円

1回3,500円

1回8,000円

1回5,000円以内

1回50,000円以内

1,087千円

830千円

660千円

80千円

10千円

728千円

36,936千円

16,388千円

35千円

44,581千円

4,050千円

1,895千円

3,920千円

1千円

－

11,533千円

契約金額のうち、研究

等に要した経費又はそ

れに相当する額の100

分の30（1例ごと）

1回12,000円以内
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カ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

円

同

内容及び支給単価手　当　名

休日勤務手当

住居手当

扶養手当

管理職員特別勤務手

当

一般行政職

の制度との

異同

管理職手当

同

役職により定額の管理職手

当を支給

同

特地勤務手当

　月額12,000円を超える家賃

を支払っている職員に対し、

11,000円から27,000円の補

助、持家は月額2,200円

同

平均支給年額

支給職員１人当たり一般行政

職の制度と

異なる内容

支給実績

219,776

（平成２４年度決算）

同

国民の祝日に関する法律に

規定する休日及び年末年始

の休日に正規の勤務時間中

に勤務した職員に対して、1

時間あたり時間外勤務手当

135/100の単価で支給

　

沖島に勤務する職員に対し、

給料及び扶養手当の月額の

合計額の12％を支給

[交通機関等利用者]運賃等

相当額を支給（６箇月の定期

券を基礎とする額により支

給）[交通用具使用者] 自動

車・バイク等の別及び通勤距

離(2km以上）に応じて3,000

円～ 25,500円

配偶者13,000円、その他各

6,500円、満16歳の年度初め

から満22歳の年度末までの

子各5,000円加算

異

宿直勤務又

は日直勤務

を命ぜられた

場合、勤務１

回につき

20,000円を超

えない範囲

で支給。本庁

日直は１回

5,500円。

同

173,07639,634

－

114,549

　

34,765

通勤手当

管理職員が臨時又は緊急の

必要その他の公務の運営の

必要により、週休日、休日等

に勤務した場合、管理職手

当の支給割合の別に応じ勤

務１回につき4,000～8,000円

を支給

　

同 千円

千円

　

37,801

千円

36,517 千円

49,371

64,383

千円－

宿日直手当 宿直勤務又は日直勤務を命

ぜられた場合、勤務１回につ

き20,000円を超えない範囲で

支給。

医師　19,000円／回

看護長　6,600円／回

宿直　7,200円／回

その他日直　6,200円／回

（平成２４年度決算）

97,110

312,109

千円

－

－

731,625

千円

千円
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　(２)　水道事業(２)　水道事業(２)　水道事業(２)　水道事業

  　 ① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成２５年３月３１日現在の人数である。

イ　特記事項

(給与減額の状況)

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２４度支給割合） （２４年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置　２～２０％加算 ・定年前早期退職特例措置　２～２０％加算

千円 　 千円 千円 　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２３年度に退職した職員に支給された平均額である。

抑制済又は減額措置の内容

（給料）

平成２５年４月１日時点でのラスパイレス指数は１０７．５（参考値９９．３）、減額措置実施（平成２５年７月１日）時点では１０３．

０。

国の要請等を踏まえた減額措置の取組

平成２４年４月１日から平成２５年６月３０日まで、特別職の報酬５％、管理職手当５％を減額した。

また、国の要請等を踏まえ、平成２５年７月１日から平成２６年３月３１日までの間、病院医師を除く全職員の給料を平均３．

７％減額し、引き続き管理職手当５％、特別職の報酬を従前の５％から９％削減を実施した。

55.86 55.86

46.55

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額－ － 1,921 24,420

55.86 46.55 55.86

55.86 55.86

32.83 38.96 32.83 38.96

23.03 28.7875 23.03 28.7875

役職加算５～２０％ 役職加算５～２０％

近江八幡市水道事業 近江八幡市一般行政職等

1.45 0.65 1.45 0.65

1,362 1,383

2.60 1.35 2.60 1.35

近江八幡市水道事業 近江八幡市一般行政職等

１人当たり平均支給額（平成２４年度） １人当たり平均支給額（平成２４年度）

事業者 － －

市町村平均 45.2 353,532 520,694

近江八幡市 40.4 315,800 483,951

　　　　　　　　

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

21,792 92,919 5,807 5,93416 63,737 7,390

　　　　　千円 千円 千円 千円２４年度 人 千円 千円

（参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

区　　分

125,777

２４年度 　　　　千円 千円　 千円　

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

％ ％

8.6

　質収支

Ａ  

1,470,931 52,643

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費比率

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める職員給与費

める職員給与費比率

２３年度の総費用に占

[担当：水道事業所上水道課]

一人当たり

9.0
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ウ　地域手当

（平成２５年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

3,058

235

1,077

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 24 年 度 決 算 ） 86

緊急の事態に備えた待

機（午前８時３０分から

翌日の午前８時３０分ま

で）

支 給 実 績 （ 平 成 24 年 度 決 算 ）

待機手当（休日） 緊急の事態に備え待機した職員

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 23 年 度 決 算 ）

待機手当（年末年始）

１回12,000円

１回12,000円以内

１２月２９日から１月３日までの期

間、緊急の事態に備え待機した職

員

１２月２９日から１月３日

までの期間、緊急の事

態に備た待機

年末年始勤務手当 １２月２９日から１月３日までの期

間中勤務する職員

１２月２９日から１月３日

までの期間中の勤務

待機手当（平日） 緊急の事態に備え待機した職員 緊急の事態に備えた待

機（午後５時１５分から

翌日の午前８時３０分ま

で）

用地交渉手当 公共用地等の取得のために行う

交渉業務に従事した職員

公共用地等の取得のた

めに行う交渉業務

緊急出勤手当（年末年

始）

１２月２９日から１月３日までの期

間に不測の事故により緊急に時間

外勤務をした職員

１２月２９日から１月３日

までの期間の不測の事

故による緊急な時間外

勤務

緊急出勤手当 不測の事故により緊急に時間外

勤務をした職員

不測の事故による緊急

な時間外勤務

滞納整理手当 水道料金の滞納整理等の徴収業

務に従事した職員

水道料金の滞納整理等

の徴収業務に従事

塩素ガス取扱手当（塩素

滅菌機修理）

塩素滅菌機修理を行った職員 塩素滅菌機修理

塩素ガス取扱手当 塩素ガスの取扱いに従事した職員 塩素ガスを取扱う

工事現場等従事手当 工事現場等の測量、監督、検査及

び給排水管の修理に１日２時間以

上従事した職員

工事現場等の測量、監

督、検査及び給排水管

の修理に１日２時間以

上従事

停水業務

手当の種類（手当数） 8

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

左記職員に対する

支給単価

市全域 ― ― ―

停水業務手当 停水業務に従事した職員

支給実績（平成２４年度決算） 2,585

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） 166,806

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（平成２４年度決算） ―

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） ―

１回1,000円

236千円

－

－

支 給 実 績 （ 平 成 23 年 度 決 算 ）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２４年度） 100.0

１回300円

支給実績

(平成24年度決算)

10千円

日額200円

１回1,500円

１回3,500円

日額300円 

日額300円

１回170円

１回4,400円

１回8,800円

－

216千円

－

28千円

－

－

1,065千円

1,030千円
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カ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

円

一般行政職

の制度との

異同

　月額12,000円を超える家賃

を支払っている職員に対し、

11,000円から27,000円の補

助、持家は月額2,200円

同 828

-

支給実績

-

-

宿直勤務又

は日直勤務

を命ぜられた

場合、勤務１

回につき

20,000円を超

えない範囲

で支給。本庁

日直は１回

5,500円。

- 千円 -

-

82,800

宿日直手当 宿直勤務又は日直勤務を命

ぜられた場合、勤務１回につ

き20,000円を超えない範囲で

支給。

異

　

役職により定額の管理職手

当を支給

同

同

　

休日勤務手当 国民の祝日に関する法律に

規定する休日及び年末年始

の休日に正規の勤務時間中

に勤務した職員に対して、1

時間あたり時間外勤務手当

135/100の単価で8時間

管理職員特別勤務手

当

管理職員が臨時又は緊急の

必要その他の公務の運営の

必要により、週休日、休日等

に勤務した場合、管理職手

当の支給割合の別に応じ勤

務１回につき4,000～8,000円

を支給

同

　

千円

57,922

特地勤務手当

- 千円

536,797

同 -

管理職手当

千円2,147

千円

千円

通勤手当 [交通機関等利用者]運賃等

相当額を支給（６箇月の定期

券を基礎とする額により支

給）[交通用具使用者] 自動

車・バイク等の別及び通勤距

離(2km以上）に応じて3,000

円～ 25,500円

同

　

753 千円

住居手当

（平成２４年度決算）

扶養手当 配偶者13,000円、その他各

6,500円、満16歳の年度初め

から満22歳の年度末までの

子各5,000円加算

同 2,705 千円 270,500

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （平成２４年度決算） 平均支給年額

一般行政

職の制度と

異なる内容

沖島に勤務する職員に対し、

給料及び扶養手当の月額の

合計額の12％を支給

16


